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While ordinance-designated cities have a very large role in disaster prevention and crisis control measures, its institu-
tional position is not clear. For instance, ordinance-designated cities with high capability merely have the same position 
as general municipalities because disaster prevention and crisis control measures so far based on three layers system; 
central government, prefectures and municipalities. This paper aims to clarify the problems that ordinance-designated 
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対象団体区分 総数 送付数 回答数 回答率 
ａ政令指定都市
を擁する道府県 
15 15 11 73% 
b 政令指定都市 20 20 13 65% 













































すなわち，①～③において，回答自治体により a  政
令指定都市を擁する道府県 と ｂ 政令指定都市 に
















































































































































































































































 ④ 広域応援に関する自治体の回答・意見の概要 
・ 広域応援について政令指定都市として一般市
町村と異なる役割を有すると考える自治体が多



































































































































































































体中 3団体，道府県 5団体中 1団体となっている。 
・ 一般市町村と同様の役割を有する現行制度でよい
と考える自治体は，道府県 5団体中 2団体，政令指














































































































































































































































・ その他の回答が 4 団体（道府県 3団体中 3 団体，

























































































（政令指定都市 5団体中 3団体，道府県 4団体中 1
団体）である。 
・ 一般市町村と同様の役割を有する現行制度でよい
と考える自治体は 1団体（道府県 4団体中 1団体）
である。 

































































































































































































































































すると考える自治体が，7 団体（政令指定都市 6 団



































































































































・ なお，その他の回答が 4団体（道府県 8団体中 2
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（１）自衛隊派遣 ◎ ― △ △ ◎ △
（２）広域応援 ◎ ◎ ◎ ― △ △
（３）広域避難 ◎ ○ ◎ △ △ △
（４）仮設住宅の建設 ○ △ △ △ △ △
（５）その他応急対策 ◎ △ ○ ― △ △
（６）予防対策 △ ― △ ― ― ―
（７）復旧対策 ◎ ― ○ ― ― ―
（８）復興対策 ◎ △ △ ― △ △
（９）その他災害対策 △ ― △ ― ― ―
（１０）災害経験を
踏まえた役割等
◎ ― ○ ― △ △
（１１）巨大災害対応 ◎ ◎ ◎ ― ― ―
（１２）その他防災
・危機管理











自治体は少ない（道府県 8 団体中 1 団体，政令指定都
市なし）。なお，その他の回答が 4 団体（道府県 8 団
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